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新潟県病院局管理規程第７号 

新潟県病院局の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

平成26年７月15日 

新潟県病院事業管理者  若 月  道 秀 

新潟県病院局の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規程の一部を改正する規程 

新潟県病院局の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規程（平成７年新潟県病院局管理規程第 17 号）

の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄中章、条、項、号及び号の細目の表示に下線が引かれた章、条、項、号及び号の細目（以

下「移動章等」という。）に対応する同表の改正後の欄中章、条、項、号及び号の細目の表示に下線が引かれた

章、条、項、号及び号の細目（以下「移動後章等」という。）が存在する場合には当該移動章等を当該移動後章

等とし、移動章等に対応する移動後章等が存在しない場合には当該移動章等（以下「削除章等」という。）を削

り、移動後章等に対応する移動章等が存在しない場合には当該移動後章等（以下「追加章等」という。）を加え

る。 

 次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（章、条、項、号及び号の細目の表示並びに削除章等の表示を除く。

以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（章、条、項、号及び号の細目

の表示並びに追加章等の表示を除く。以下「改正後部分」という。）が存在する場合には当該改正部分を当該改

正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該改正部分を削り、改正後部分に対応

する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

 （定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

 (1) （略） 

 (2) （略） 

 (3) 物品等 特例政令第２条第２号に規定する物

品等をいう。 

 (4) 特定役務 特例政令第２条第３号に規定する

特定役務をいう。 

 (5) 一連の調達契約 特例政令第２条第５号に規

定する一連の調達契約をいう。 

 (6) （略） 

 

 （競争入札参加者の資格に関する審査等） 

第４条 （略） 

２ 予算執行職員は、前項に規定する審査の結果、

一般競争入札又は指名競争入札に参加する者の資

格がないと認めた者から請求があるときは、当該

資格がないと認めた理由を書面により通知するも

のとする。 

３ 予算執行職員は、第１項の規定により一般競争

入札又は指名競争入札に参加する者の資格を審査

したときは、当該資格を有する者の名簿を作成す

るものとする。 

４ （略） 

５ 前項の公示においては、次に掲げる事項を明ら

かにするものとする。 

 (1)～(3) （略） 

 (4) 施行令第167条の５第１項又は第167条の11第

２項に規定する資格に関する文書を入手するた

 （定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

 (1) （略） 

 (2) （略） 

 (3) 物品等 特例政令第２条第１項第２号に規定

する物品等をいう。 

 (4) 特定役務 特例政令第２条第１項第３号に規

定する特定役務をいう。 

 (5) 一連の調達契約 特例政令第２条第１項第６

号に規定する一連の調達契約をいう。 

 (6) （略） 

 

 （競争入札参加者の資格に関する審査等） 

第４条 （略） 

 

 

 

 

 

２ 予算執行職員は、前項の規定により一般競争入

札又は指名競争入札に参加する者の資格を審査し

たときは、当該資格を有する者の名簿を作成する

ものとする。 

３ （略） 

４ 前項の公示においては、次に掲げる事項を明ら

かにするものとする。 

 (1)～(3) （略） 
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めの手段 

 

（一般競争入札の公告） 

第５条 特例政令第６条に規定する公告は、一般競

争入札の入札期日の前日から起算して少なくとも

40日前（一連の調達契約のうち最初の契約以外の

契約に係る一般競争入札については、24日前（最

初の契約に係る公告において最初の契約以外の契

約に係る公告を少なくとも24日前に行う旨の規定

をした場合に限る。））に、県報によりしなければ

ならない。ただし、急を要する場合においては、

その期間を10日までに短縮することができる。 

２・３ （略） 

 

 （指名競争入札の公示等） 

第６条 特例政令第７条第１項に規定する公示につ

いては、前条第１項及び第２項の規定を準用する。

２・３ （略） 

４ 特例政令第７条第２項の規定による通知は、指

名競争入札の入札期日の前日から起算して少なく

とも40日前（一連の調達契約のうち最初の契約以

外の契約に係る指名競争入札については、24日前

（最初の契約に係る公示において最初の契約以外

の契約に係る公示を少なくとも24日前に行う旨の

規定をした場合に限る。））にしなければならない。

ただし、急を要する場合においては、その期間を

10日までに短縮することができる。 

 

（入札説明書の記載事項） 

第８条 特例政令第８条の規定により交付する文書

には、次に掲げる事項を記載するものとする。 

(1) 特例政令第６条又は第７条第１項の規定によ

り公告又は公示をするものとされている事項（特

例政令第６条第６号に掲げる事項を除く。） 

 (2)～(5) （略） 

 (6) 電子情報処理組織（県の使用に係る電子計算

機（入出力装置を含む。以下同じ。）と入札に参

加する者の使用に係る電子計算機とを電気通信回

線で接続した電子情報処理組織をいう。以下同じ。）

を使用して契約の手続を行う場合においては、当

該電子情報処理組織の使用に関する事項 

 (7) （略） 

 

（入札の方法） 

第９条 特定調達契約に係る入札は、入札書を封書

にし、第５条第１項の公告又は第６条第１項の公

示において指定した日時及び場所に提出しなけれ

ばならない。ただし、電子情報処理組織を使用し

て行う入札（以下「電子入札」という。）は、財務

規程第201条の２第１項（財務規程第214条におい

て準用する場合を含む。）の規定により行うものと

 

 

（一般競争入札の公告） 

第５条 特例政令第６条に規定する公告は、一般競

争入札の入札期日の前日から起算して少なくとも

40日前（一連の調達契約のうち最初の契約以外の

契約に係る一般競争入札については、24日前）に、

県報によりしなければならない。ただし、急を要

する場合においては、その期間を10日までに短縮

することができる。 

 

 

２・３ （略） 

 

 （指名競争入札の公示等） 

第６条 特定政令第７条に規定する公示については、

前条第１項及び第２項の規定を準用する。 

２・３ （略） 

４ 特定調達契約に係る施行令第167条の12第２項の

規定による通知は、指名競争入札の入札期日の前

日から起算して少なくとも40日前（一連の調達契

約のうち最初の契約以外の契約に係る指名競争入

札については、24日前）にしなければならない。

ただし、急を要する場合においては、その期間を

10日までに短縮することができる。 

 

 

 

（入札説明書の記載事項） 

第８条 特例政令第８条の規定により交付する文書

には、次に掲げる事項を記載するものとする。 

(1) 特例政令第６条又は第７条の規定により公告

又は公示をするものとされている事項（特例政

令第６条第５号に掲げる事項を除く。） 

 (2)～(5) （略） 

 

 

 

 

 

 

(6) （略） 

 

 （入札の方法） 

第９条 特定調達契約に係る入札は、入札書を封書

にし、第５条第１項の公告又は第６条第１項の公

示において指定した日時及び場所に提出しなけれ

ばならない。ただし、電子情報処理組織（県の使

用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同

じ。）と入札に参加する者の使用に係る電子計算機

とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を



3 

する。 

 

 

 

２～４ （略） 

いう。）を使用して行う入札（以下「電子入札」と

いう。）は、財務規程第201条の２第１項（財務規

程第214条において準用する場合を含む。）の規定

により行うものとする。 

２～４ （略） 

  

   附則 

 この規程は、平成26年７月15日から施行する。 


